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本書について

● 本書は、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による事業「デジタルライフライン整備事業／自動運転サービス
支援道の開発（一般道）」における成果物のひとつである「自動運転バス運行業務定義書素案」として作成したものです。

● 本取り組みでは、自動運転移動サービスの普及を通じた人流課題の解決を目指し、データ連携基盤群から取得される先読み情報を遠隔支援で

活用する仕組みの標準化・実用化を進めています。今回はその第一歩として、自動運転移動サービスの導入を検討している事業者等のご意見

を取り入れながら、仕様書のたたき台となる素案を作成しました。

● 本書では、遠隔監視型レベル4を見据えた運行モデルにおいて、先読み情報を活用した遠隔支援を前提としたオペレーションを示しています。
また、本書で整理したオペレーションを実現するために必要となるデータの種類、インターフェースなどの要件については、「データ連携に

よる先読み情報を活用した遠隔支援システム データ要件定義書素案」で整理します。さらに、それらの業務要件およびデータ要件を、各シス

テム間の連携構成へ具体化したものを「データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援システム システムアーキテクチャ設計素案」として

整理します。すなわち、本書は3つの文書の起点としてオペレーションの観点からあるべき姿を定義する位置付けとなっており、残りの2つが
システムの観点でこれを具体化する関係にあります。
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サマリー

本検討では、自動運転バス移動サービスにおける遠隔監視型レベル4を想定した運行業務とその課題を整理し、課題解決に向けた対応策を検討しました。
自動運転バスは、省人化による運転手不足の補完や公共交通バスサービス維持の観点から、早期の導入が求められています。一方で、社会実装を進

めるにあたっては、「導入費用」と「運行費用」の最適化が重要な論点となります。

特に運行費用が高止まりする主因として、自動運転バスが「立ち往生状態」に陥った際に必要となる人的対応が挙げられます。具体的には、自動運

転バス1台あたりに遠隔監視を行う特定自動運行主任者と、現場へ駆け付けて対応する現場措置業務実施者の2名を常時確保する必要があり、その人件
費が大きな負担となることが想定されます。

そこで本報告書では、データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援の導入により、遠隔から車両へ適切な遠隔支援を実施することで自動運転を

再開できる運行体制を検討しています。この仕組みにより、現場対応要員の削減が可能となり、人件費の大幅な低減が期待されます。

また、自動運転バス移動サービスの運行業務設計を明確化したうえで、自動運転バス移動サービスモデルの要求仕様を提示しています。システム・

アーキテクチャについては、既存のバス運行システムとの整合性を確保する必要があり、システム冗長化、共通用語・共通ユーザーインターフェース

の整備が求められます。
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解決すべき課題と自動運転
サービス支援道の位置付け
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1.1 事業課題：自動運転移動サービスの事業性向上には収益改善が必要

● 自動運転移動サービスの実証実験は各地で進んでいますが、技術の実装コスト、安全基準、社会受容性などの課題は依然として高く、商用化

は限定的な状況です。特にバス業界は財務余力や人材確保の面で制約が大きく、社会実装を推進するための体制強化が課題となっています。

● 過去の実証実験では、収益性向上の観点から課題が収入面と支出面の両面で整理されています。支出面では、人件費等の運行費用の低減と、

車両・システム費等の導入費用の低減が必要とされています。
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1.解決すべき課題と自動運転サービス支援道の位置付け

出所：国土交通省、経済産業省、警察庁「自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き 第2版（2025年7月）」より

https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf


1.2 事業課題：支出面改善には「導入費用」と「運行費用」の圧縮が重要

● 自動運転移動サービスにおける支出削減には、「導入費用」と「運行費用」の最適化が重要です。自動運転移動サービスの実装にあたっては、車

両費やシステム費などの導入費用の低減も重要である一方、特に運行費用の中でも大きな割合を占める人件費の削減は重要な課題です。中でも、

遠隔監視をはじめとする運用改善は、運行管理社が主体的に取り組むことのできる施策であり、優先的に検討すべき取り組みといえます。

● そこで本書では、主に運行費用のうち人件費の削減を対象として検討します。詳細は「2.3運行費用の低減」で説明します。
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1.解決すべき課題と自動運転サービス支援道の位置付け

運転手ありの
移動サービス

自動運転移動サービス

レベル４・２が混在するなど
無人化が進んでいないフェーズ

無人化、人員の集約などにより
費用圧縮

費用圧縮の具体的施策として
人件費を削減する施策

（1：N監視や遠隔支援など）を
ご提案します

出所：国土交通省、経済産業省、警察庁
「自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き 第2版（2025年7月）」より

https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf


1.3 実装に向けた政策：自動運転サービス支援道の開発（一般道）
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1.解決すべき課題と自動運転サービス支援道の位置付け

出所：経済産業省、デジタルアーキテクチャ・デザインセンター「第１回自動運転サービス支援道普及戦略ワーキンググループ事務局資料」より

● 人手不足に伴う人流クライシスの解決に向けて、一般道での自動運転移動サービスの実装を目指しています。自動運転バスの社会実装には、

車両・運行・インフラ・サービス設計など多くの主体の連携が必要となります。

● デジタルライフライン全国総合整備計画で整備する自動運転サービス支援道では、データ連携基盤群をはじめとした協調領域を官民一体で整

備し、協調型自動運転走行を支えます。データ連携基盤を活用することで自動運転バスの実装に必要となる事業者やシステム間の連携を実現

します。

● 本書は、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構によるデジタルライフライン整備事業のうち自動運転サービス支援道の開発

（一般道）の検討をとりまとめたものです。

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/siryou2jimukyokusiryou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/siryou2jimukyokusiryou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/siryou2jimukyokusiryou.pdf


1.3 実装に向けた政策：「自動運転サービス支援道」の先行地域

● 「デジタルライフライン全国総合整備計画」で掲げる三つの分野のうち、「自動運転サービス支援道」の先行地域として、ひたちBRTに隣接
する日立市大甕駅周辺の一般道がアーリーハーベストプロジェクトの対象地域に選定されています。
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1.解決すべき課題と自動運転サービス支援道の位置付け

出所：経済産業省、デジタルアーキテクチャ・デザインセンター「デジタルライフライン全国総合整備計画概要」（2024年6月）より

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/gaiyo.pdf


自動運転バス移動サービスにおける
運行費用の改善策

0２



2.1 日立地域における取り組み

● 日立市大甕駅周辺の一般道はアーリーハーベストプロジェクトのうち「自

動運転サービス支援道」の先行地域に選定されています。この一般道のル

ートは以下の特徴があります。

○ 複雑な交通環境：専用道BRTのような限定空間ではなく、他の多様な
交通参加者が存在する混在空間です。

○ 路車協調システム: 一般道の交差点などにセンサーやカメラなどのイ
ンフラ設備を設置し、道路側から車両へ情報（死角の歩行者や車両

の状況など）を伝える「路車協調」の仕組みが導入されています。

○ 「ひたちBRT」との接続：もともと日立電鉄線の跡地を利用した
「バス専用道」で自動運転の実証を重ねており、運用性向上のため、

駅周辺の一般道へと走行範囲の拡張を検討しています。

● 上記の走行環境を念頭に本書は検討しています。
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2. 自動運転バス移動サービスにおける運行費用の改善策

出所：みちのりホールディングス「日立地域における事業性検討状況について」（2024年12月）より

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/siryou3mitinoriHDsamateishutusiryou.pdf


2.2 2024年度の実証実験の概要

● 2024年度NEDO事業「デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発」において、日立市大甕駅周辺の一般道において自動運転
レベル4相当のバス車両を用いた実証実験を行い、手動介入の回数およびその要因を分析し、対策案の検討を行いました。本サービス実証では、公
道の交通流への影響を避けるため、運転手が乗車するレベル2相当の運用形態で実施しており、MRMやMRCに移行する前の段階で手動介入を行って
います。自動運転による移動サービスの可用性を向上させるためには、このような手動介入の発生頻度を低減することが重要です。

● 実証の結果、ルート上に存在する路上駐車や工事等が、自動運転の運行継続性を阻害する要因となり得ることが明らかとなりました。なお、発生件

数が最も多かった「BRT接近表示器の誤認識」は、ひたちBRTにおいて車両同士のすれ違いを円滑に行うために設置された二灯式の専用設備に起因
するものです。この事象については、自動運転システムの認識モジュールを再学習することで対策しています。

● 実証結果から、「障害物（路駐車）回避」によるMRM発生について優先度高く対策すべきことが明らかになりました。

12

2. 自動運転バス移動サービスにおける運行費用の改善策

走行（検証）期間 2024年9月26日～10月1日（計6日間）

走行（検証）回数 計30回

総走行距離 156km

ルート
発着：大甕駅西口
走行距離：3.1km

車両
ティアフォー
Minibus

条件 結果

順位 手動介入の要因 件数 割合 インフラ支援の情報例

1 BRT接近表示器の誤認識 70件 29% 灯色情報

2 障害物（路駐車）回避 42件 18% 路駐車の物標情報

3 障害物（工事）回避 24件 10%
工事計画情報＆地図、
工事に関する物標情報

4 周辺交通優先 21件 9%
進入先道路にある車両情報、

調停機能

⋮ 省略

総計 240件 100%



2.3 運行費用の低減：バスの運行管理社が費用効率化を検討する主体

● 自動運転移動サービスを社会実装するにあたっては、自動運転技術の開発・提供するベンダー、運行システムベンダー、インフラ機器・システムベン

ダー、移動サービス設計者など、多様なステークホルダーの連携が不可欠です。実装地域ごとに個別に連携のあり方を検討すると、全体として導入・

運用コストの増加につながるため、業務やシステムの標準化が重要になります。ここで、各主体の役割については「自動運転移動サービス社会実装・

事業化の手引き 第2版（2025年7月）」を参考に定義しています。
● また、無人化や車両・システムの導入に伴いコスト構造も変化しています。「1.1 事業課題」に示すとおり、特に運行管理社に係る運行費用のうち、改
善の余地があり、かつ影響が大きい人件費の最適化が重要な課題となります。
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2. 自動運転バス移動サービスにおける運行費用の改善策

自動運転化によるバリューチェーンの変化と新たな役割

交通事業者（オペレーター）

バスの利用者運行管理社
（事業者等）

自動車メーカー

車内システム 自治体

移動サービス
設計者

手動運転

自動運転時代のオペレーション事業者
（＝交通事業者と兼ねる/兼ねない双方の形態の可能性あり）

バスの利用者運行管理社
（事業者等）

自動車メーカー

車内システム 自治体

ADベンダー
（自動運転の開発）

移動サービス
設計者

インフラ
機器・システム

ベンダー

運行システム
ベンダー

自動運転

自動運転バス移動サービス
において、費用の効率化施
策を検討する主体です。新しく登場する役割間においても、

連携が必要。

主体 役割

自動車メーカー 自動車の提供

車内システム バス用機器の提供

移動サービス設計者 移動サービス導入の検討・推進

運行管理社 移動サービスの運行

自治体 利用者ニーズの把握

バスの利用者 移動サービスの利用

ADベンダー 自動運転技術の提供

運行システムベンダー 遠隔監視システム等の提供

インフラ機器・
システムベンダー

自動運転と連携した
システムの提供

https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf


2.3 運行費用の低減：運行費用の圧縮のためにMRM発生頻度低減が重要

● 自動運転移動サービスの運用費用を圧縮するためには、MRMおよびMRCの発生頻度を低減し、発生時の早期復帰を実現することが重要です。
● 自動運転レベル2における運行では、MRMの発生を回避するために運転手による手動介入が行われています。遠隔監視型自動運転レベル4を実
現したとしても、駆け付けや遠隔対応を要する事象が頻発すれば、遠隔監視体制の強化が必要となり、運用性の向上は限定的となります。
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2. 自動運転バス移動サービスにおける運行費用の改善策

事業性の成立を
目的とした、
自動運転
コスト逓減

導入コスト削減

運行コスト削減

車両コスト削減

調律コスト削減

人件費削減

ソフトウェア・ハー
ドウェアの運用・保

守費削減

結果
打ち手による
期待効果 打ち手

少品種多量生産
による効果創出

自動運転の運用効率
化による効果創出

ODDの拡張による
サービス拡大

MRMの回避による
運行ダイヤの維持

MRM・MRCからの
早期復帰による運行

ダイヤの維持

導入車種を減らす

導入台数・
地域を増やす

• 事業の規模を拡大するためには、ODDを広
げる必要があります。ODDの拡張により、
サービス可能なエリアや条件が増え
（ex.BRTから一般道へ）、収益の最大化が
可能になります。

• MRMが頻発すると、運行停止時間が増え、
収益性や顧客満足度に悪影響を及ぼします。

• MRMを未然に防ぐことで、車両の稼働率が
向上し、運行スケジュールを維持できます。

• 自動運転移動サービスでは、MRM後の迅速
な復帰が重要です。復帰が遅れると運行ス
ケジュールの乱れや顧客満足度の低下に繋
がり、サービスとしての信頼性が損なわれ
ます。例えば、遠隔支援や現地サポートが
必要な場合は、そのコストを抑える手法が
事業性を左右します。

• 車種を減らしかつ導入台数を増やすことで
規模の経済が働き、1台あたりの車両コスト
の削減が期待できます。

• 同様に、経験効果より車両の調律コストの
削減が期待できます。
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自動運転バス

遠隔監視者
（特定自動運行主任者）

2.4 MRMの発生と対応策

2. 自動運転バス移動サービスにおける運行費用の改善策

● 実証時の自動運転バスは、路上駐車や工事などの障害物を検知した場合、安全確保のために停止する仕様となっています。実証は自動運転レベル2
で実施しているため、運転手が手動介入することで走行を継続できます。一方、自動運転レベル4で運行した場合、以下の図のように障害物によっ
てバスが立ち往生し、後述する遠隔監視型の自動運転レベル４においては現場措置業務実施者が駆け付けて対応するまで自動走行を再開できません。

このような運用では、駆け付け対応のための人員が必要となり、運行コストの増加につながります。

● ここで、遠隔監視者等の役割については「3. 自動運転バス移動サービス：ユースケースAs-Is」で後述します。

MRMトリガー

現場措置業務実施者

常時監視

自動走行 立ち往生状態 MRM MRC 自動走行

駆け付け
指示

車両の停止時間が長くなり遅延

障害物
（路上駐車等）

現場対応
駆け付け拠点

に戻る
駆け付け駆け付け拠点で待機

駆け付け拠点
で待機

MRMトリガー
の解消

運行中の状態 課題

遅延でサービス
の質が低下

常時監視で
生産性低下

拘束人数増で
人件費増加

拘束時間が長くなる

拘束時間が長くなる

対応策

先読み情報活用
でMRM回避

イベント駆動型
による1：N監視

遠隔監視・遠隔
支援により現地

対応減



自動運転バス移動サービス：
ユースケースAs-Is

03



レベル4自動運転
+

遠隔監視型

レベル4自動運転

レベル4自動運転
＋

運転席無人

遠隔監視者
＝特定自動運行主任者

緊急時対応者
（現場措置業務実施者）

特定自動
運行主任者

乗務員乗車型L4

遠隔監視型L4

3.1. ユースケースAs-Is(遠隔監視型レベル4)の概要：運行業務比較

3. 自動運転バス移動サービス：ユースケースAs-Is

● 自動運転バス移動サービスにおける、乗務員乗車型レベル4と遠隔監視型レベル4の概要比較を示しています。
● 本検討においては、兼務や1:N対応によるコスト削減効果を期待して、遠隔監視型レベル4を想定しています。
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3.2. ユースケースAs-Is(遠隔監視型レベル4) の課題

● 遠隔監視型レベル4において、トラブル時に遠隔からの対応する役割を1：Nにすることで、人件費の効率化が期待されます。一方、複数台で
同時にトラブルが発生時に、現場措置業務実施者が駆け付ける必要があり、Nが小さくなり効率化が図れません。

● 効率化効果を大きくするためには、遠隔から監視可能な台数Nをなるべく大きくする必要があります。
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3. 自動運転バス移動サービス：ユースケースAs-Is

遠隔監視型レベル4自動運転の運行体制

遠隔監視室

運行現場

運用体制 整備士 運転手 予備車 客対応員
緊急時
対応員

物理的に必要な運用体制で、
効率的な運用体制が必要

地理的に隣接した場所や人の介入頻度の
抑制が効率的に運用のカギを握る
→運用性の高いモデルのカギになる

遠隔オペレーションにおける役割
（1対Nで効率化でき、遠隔にある程度集約が期待）

複数の運行現場
をまとめて監視

各現場で
運用体制構築が必要



自動運転バス移動サービス：
ユースケースTo-Be
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4.1. ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の概要

● 問題として、回避して良い障害物かどうかが自動運転システムでは判断が難しいエッジケースが存在します。「2.4 MRMの発生と対応策」で示した
ように遠隔監視型のオペレーションではサービス再開のためには現場措置業務実施者の駆けつけが必要になります。駆けつけの頻度が高いと、現場措

置業務実施者の要員数が大きくなり、生産性が損なわれるという課題があります。

● そこで、生産性の高い遠隔監視型レベル4の実現に向け、継続して運行する仕組み＝データ連携基盤（先読み情報）＆遠隔支援の組み合わせを検討し
ます。データ連携基盤および遠隔支援については以降で説明します。本検討では、先読み情報を活用した遠隔支援により、サービス停止から復帰まで

のリードタイムを短縮し、人員配置を最適化することで、1対N型運行モデルにおける生産性および事業性を向上できると仮定しています。
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

遠隔監視
＋遠隔支援

＋データ連携基盤

遠隔監視
＋遠隔支援

遠隔監視
＋データ連携基盤

遠隔監視

データ連携基盤

なし あり

な
し

あ
り

遠隔支援

As-Is

To-Be



4.1 ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の概要：データ連携基盤

● 自動運転サービス支援道のデータ連携基盤群のうち、以下のシステムを活用することを想定しています。各システムの活用を前提にデータ要件ならび

にシステム連携については「データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援システム データ要件定義書素案」ならびに「データ連携による先読み

情報を活用した遠隔支援システム システムアーキテクチャ設計素案」で整理しています。データ連携基盤からは先読み情報として自動運転バスの走

行ルート上のODDに係る情報を取得し、遠隔監視者へ伝達し、運行に役立てます。
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

21

● データ流通システム

○ 業界横断でのデータ連携を迅速にサービス展開可能とする仕組みです。

○ ２４年度「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」にて開発・PoCを行い、データ流通システムAPIは
Githubで公開されています。
Githubリンク：https://github.com/digilineEH-dts/C-1/tree/main/DigitalZensoAPI

● 車両情報連携システム

○ OEM各社のコネクテッドシステムに収集された車両プローブ情報を統合し、安全走行支援情報として配信す
る仕組みです。

○ 2028年度以降のサービス提供開始を目指しており、仮仕様書が公開されています。
デジタルアーキテクチャ・デザインセンター：https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/vehicle-
data-collaboration-system-specification.html

● 環境情報連携システム

○ 道路上に設置した路側デバイス(カメラやLiDAR等)の情報を収集・管理・提供するクラウドシステムです。
○ 24年度「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業」にて開発・PoCを行い、Githubで公開されています。

Githubリンク：https://github.com/ODS-IS-CAVC/environmental-information-integration-system

データ連携基盤

環境情報連携
システム

車両情報連携
システム

データ流通システム

コネクテッドカー路側機

路側情報 車両プローブ情報

https://github.com/digilineEH-dts/C-1/tree/main/DigitalZensoAPI
https://github.com/digilineEH-dts/C-1/tree/main/DigitalZensoAPI
https://github.com/digilineEH-dts/C-1/tree/main/DigitalZensoAPI
https://github.com/digilineEH-dts/C-1/tree/main/DigitalZensoAPI
https://github.com/digilineEH-dts/C-1/tree/main/DigitalZensoAPI
https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/vehicle-data-collaboration-system-specification.html
https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/vehicle-data-collaboration-system-specification.html
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4.1 ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の概要：遠隔支援

● 遠隔支援（Remote Assistance）とは、自動運転車両が走行中に判断が困難な状況に直面した際に、遠隔監視者が情報を確認し、車両の運行継続に必要
な助言を行う仕組みです。これにより、車両が停止した状態からの復帰や、運行の継続を支援します。遠隔支援は、遠隔から直接車両を操作する遠隔

操縦（Remote Driving）とは異なり、車両がDDT（動的運転タスク）を実行することを前提として、人が助言を行う仕組みです。
● これにより、自動運転移動サービスの可用性向上が期待されます。
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

出所：経済産業省、デジタルアーキテクチャ・デザインセンター「第２回自動運転サービス支援道普及戦略ワーキンググループ事務局資料」（2025年6月）より

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/2_siryou2jimukyokusiryou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/2_siryou2jimukyokusiryou.pdf


4.1 ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の概要：遠隔支援シナリオ

4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

● 遠隔支援のユースケースについては、近年公開されたISO 7856:2025（Intelligent transport systems —Remote support for low speed automated driving 
systems）において5つのシナリオが示されています（以下、図）。

● これらシナリオのうち、「2.2 2024年度の実証実験の概要」に示すとおり、日立地域では路上駐車等の路上障害物の回避が自動運転の実装の課題となって
います。そのため、本検討では特に路上駐車の回避（Bypassing obstacles that block the vehicle pathに相当）に着目します。

出所：ISO 7856:2025をもとに作成

Re-starting after stopping at the bus bay

Entering unsignalized intersection
Entering the signalized intersection

(signal information only)
Entering the signalized intersection

(signal information and both lateral directions check)

Bypassing obstacles that block the vehicle path

自動運転車両

自動運転車両 自動運転車両

自動運転車両

自動運転車両
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https://www.iso.org/standard/82951.html


4.1 ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の概要：エッジケース

4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

自車両のセンサーで
検出できない範囲がある

回避すべき障害物を
誤って分類する

回避先がない

● 自動運転用オープンソースソフトウェアであるAutowareの障害物回避機能により路上駐車の回避は可能であり、すでに市街地走行に対応できるレベルに至
っています。一方で、車両単体では対応が難しいエッジケースも存在します。このようなケースには、遠隔支援などの人による対応が考えられます。

１．ターゲット
フィルタリング

２．経路生成

エッジケース例
障害物回避機能の

ステップ

SHOP
回避すべき

入店待ちの車列
自動運転バス

Obstacle 
Stop

自動運転バス
大型の路上駐車車両 自動運転バスから死角にある障害物

安全マージンがない

自動運転バス 路上駐車車両 路上駐車車両

路上駐車車両
24



4.2 ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の概要：運行業務比較

● 自動運転バス移動サービスにおける、「遠隔監視型レベル4」を「遠隔支援型レベル4」と本検討で焦点を当てる先読み情報を活用した遠隔支
援を含む「遠隔支援+データ連携基盤活用型レベル4」の概要を比較しています。
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

レベル4自動運転
+

遠隔監視 遠隔監視者
＝特定自動運行主任者

緊急時対応者
（現場措置業務実施者）

レベル4自動運転
+

遠隔監視
+

遠隔支援 遠隔監視者
＝特定自動運行主任者

緊急時対応者
（現場措置業務実施者）

助言

監視

監視

レベル4自動運転
+

遠隔監視
+

遠隔支援
+

データ連携基盤

遠隔監視者
＝特定自動運行主任者

緊急時対応者
（現場措置業務実施者）

助言

監視

データ
データ

データ連携基盤

遠隔支援型レベル4

遠隔支援+
データ連携基盤活用型レベル4

遠隔監視型レベル4
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4.3 対応シナリオ

4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

● 遠隔からの介入タイミングにより３つのシナリオを想定します。

○ シナリオ①：自動走行中の遠隔支援

○ シナリオ②：立ち往生状態における遠隔支援

○ シナリオ③：MRC状態からの運転再開
● 「2.2 2024年度の実証実験の概要」に示すとおり、日立地域では路上駐車が自動運転の実装の課題となっています。以降では、路上駐車をMRMト
リガーとして検討を進めています。

自動運転バス

MRMトリガー

自動走行中の
遠隔支援

立ち往生状態に
おける遠隔支援

MRC状態からの
運転再開

自動走行 立ち往生状態 MRM MRC 自動走行

車両の停止時間が長くなり遅延

障害物
（路上駐車等）

MRMトリガーの
解消

運行中の状態

遠隔監視者
（特定自動運行主任者）

シナリオ① シナリオ② シナリオ③



常時監視

4.3 対応シナリオ 4.3.1 シナリオ①自動走行中の遠隔支援

● 路上駐車等の障害物に関する先読み情報を受け取った遠隔監視者は、車両が停止する前の段階で車両へ遠隔支援します。これにより、立ち

往生状態を回避しながら自動運転の継続を支援します
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

遠隔監視者

現場措置
業務実施者

待機

自動運転
バス

自動
走行

先読み情報、
遠隔支援

MRM MRC

遠隔監視者

現場措置
業務実施者

現場
対応

駆け付け拠点
に戻る

駆け
付け

待機

自動運転
バス

自動
走行

立ち
往生
状態

MRM MRC
自動
走行

車両の停止時間

路駐起因

指示

短縮されるダウンタイム

不要になった稼働時間

MRM
現場
対応

駆け付け

常時監視

即応のための常時監視からの解放

立ち
往生
状態

MRMトリガー
の解消

遠隔監視
＋遠隔支援

＋データ連携基盤

自動走行中
の遠隔支援

遠隔監視

シナリオ①

To-Be

As-Is



常時監視

4.3 対応シナリオ 4.3.2 シナリオ②：立ち往生状態における遠隔支援

● 車両は障害物を検知し、車両が回避すべきか判断できずに立ち往生した場合、遠隔支援をリクエストします。遠隔監視者は周辺状況を確認し、

回避すべきかを車両へ助言します。
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

遠隔監視者

現場措置
業務実施者

待機

自動運転
バス

自動
走行

立ち
往生
状態

車両の停止時間

先読み情報の
通知

遠隔支援

MRM MRC
自動
走行

遠隔監視者

現場措置
業務実施者

現場
対応

駆け付け拠点
に戻る

駆け
付け

待機

自動運転
バス

自動
走行

立ち
往生
状態

MRM MRC
自動
走行

車両の停止時間

路駐起因

指示

短縮される
ダウンタイム

不要になった稼働時間

MRM
現場
対応

駆け付け

常時監視

即応のための常時監視からの解放

MRMトリガー
の解消

遠隔監視
＋遠隔支援

＋データ連携基盤

立ち往生状態における
遠隔支援

遠隔監視

シナリオ②

To-Be

As-Is



常時監視

MRC

4.3 対応シナリオ 4.3.3 シナリオ③MRC状態からの運転再開

● 立ち往生状態が続くと車両は、MRMおよびMRC状態へ遷移します。遠隔監視者が車両の周辺状況を確認し、MRMトリガーの解消（例えば路駐
車がいなくなった場合）を確認します。運転再開が可能な場合は、遠隔監視者が自動運転再開を承認し、車両が自動走行を再開します。
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

遠隔監視
＋遠隔支援

＋データ連携基盤

MRC状態から
の運転再開

遠隔監視者

現場措置
業務実施者

待機

自動運転
バス

自動
走行

立ち
往生
状態

車両の停止時間

MRMトリガー
の除去

遠隔監視 遠隔監視者

現場措置
業務実施者

現場
対応

駆け付け拠点
に戻る

駆け
付け

待機

自動運転
バス

自動
走行

立ち
往生
状態

MRM MRC
自動
走行

車両の停止時間

路駐起因

指示

MRM

MRM
終了操作

MRC
自動
走行

短縮される
ダウンタイム

不要になった稼働時間

MRM
現場
対応

駆け付け

走行開始
承認

MRMトリガー
の解消

常時監視

常時監視から
の解放

シナリオ③

To-Be

As-Is

常時監視からの解放



4.4 ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の効果サマリー

● 遠隔監視型レベル4のユースケース（As-Is）では、現場措置業務実施者の駆け付け対応が必要となり、人件費が増加するという課題がありま
す。これらの課題に対し、本検討では生産性の高い遠隔監視型レベル4の実現に向けて、車両が継続して運行できる仕組みとして 「遠隔監視

＋遠隔支援＋データ連携基盤」 の組み合わせを検討しました。

● ユースケースTo-Beには3つのシナリオが想定されますが、MRMトリガーにより早く対処できるシナリオほど、得られる効果が大きいことがわ
かります。
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4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

シナリオ①
自動運行中の
遠隔支援

シナリオ②
立ち往生状態における

遠隔支援

シナリオ③
MRC状態からの

運転再開

自動運転バスの
ダウンタイム短縮

遠隔監視者の
即応のための常時監視からの解放

現場措置業務実施者
不要になった稼働時間

◎
立ち往生・MRM・MRC回避

◯
MRM・MRC回避

△
MRC後に早期復帰

施策の効果

◯
遠隔支援による予防処置

◯
遠隔からの処置

◯
駆け付け不要

◯
駆け付け不要

◯
駆け付け不要

シナリオが課題
に及ぼす効果

大

小

◯
遠隔支援の事前準備

シナリオ③

シナリオ②

シナリオ①



自動運転バス移動サービスへの
要求仕様

05



5.1. 自動運転バス移動サービスモデルの要求仕様

● 本検討では、「4.2. ユースケースTo-Be(遠隔支援+データ連携基盤) の概要：運行業務比較」で示した「遠隔支援+データ連携基盤活用型L4」
を実現するため、運行管理社視点での要求仕様を以下でまとめています。
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5. 自動運転バス移動サービスの要求仕様

分類 項目 要求仕様 詳細な説明

データ

1.データへのアクセス
• 個別の遠隔監視システムか
ら分離され、他システムか
らも使用可能であること

・複数の異なるベンダーから車両調達をすることを前提とする場合、車両やデータ連携基盤から取得できるデータを別
システムからも使用可能であることが望まれる。

2.データ取得の範囲と
頻度

• 設定した遠隔支援のユース
ケースを実現するために必
要なデータが必要な頻度で
取得できること

・遠隔支援のユースケースは大きく二つです。一つ目はMRM発生後に遠隔支援を指示をするための判断材料を取得す
ること。二つ目はMRM発生前にインフラ側からアラートを受け取り、遠隔支援への対応準備をすること。この二つを
実現するためのデータ連携側の機能としては、「アラートを発する機能」、「データ検索機能」、「データ提供機
能」等を想定している。付属として、「アラートの発生条件を設定する機能(≒車両のODDをシミュレーションする機
能)」等も細かくすると必要になる。「データ検索」も経度・緯度や時間で検索するのは通常の人間には不可能だと思
うため、遠隔支援に必要な検索方法も検討する余地がある。

3.ログの回収
• ログの回収を円滑かつシン
プルにすること

・現在、車両から取得するログはデータ容量が大きく、クラウドへアップロードする際にSSDを取り外して接続する作
業が発生する。このような手作業を不要とし、よりシンプルかつ効率的にログを回収できる仕組みが望まれる。

システム
アーキテクチャ

4.現行システムとの整
合性

• 業界のレトロフィットをシ
ステム・アーキテクチャに
考慮すること

・バス事業者の視点に立つと、既存システムとの整合性を踏まえたシステムアーキテクチャの設計が不可欠である。自
動運転システムをゼロから独立して構築するのではなく、既存の運行管理システムとの連携や統合を前提とした構成
とする必要がある。

5.システムの冗長化 • 冗長化の範囲を明確化
・実装段階でどの部分がどのように冗長化されているかをバス会社側も正確に理解していなければ、適切な対処方法を
設計できない。期待通りの冗長化が実現されていれば「運行終了後に対処する」運用も可能となるが、現状の先モビで
は冗長化の考え方に齟齬が見られる。

6.車両側判断
• 路駐の一部は車両で対応す
ること

・路上駐車車両（路駐）への対応については、センターラインを越えない範囲であれば車両側の自動運転機能で回避が
可能である。センターラインの白線・黄線の区別は道路交通法で定義されており、実際に回避行動を取れるかどうか
は車両側の判断に依存する。

ユーザビリティ
7.UX

• 人が確認することを前提と
したUX (ユーザーエクスペ
リエンス)を構築できること

・複数の画像データや点群データを人間に確認させることを前提とした場合、最終的なシステムで人間が確認するため
にマージする必要がある (同じ空間を映している画像データと点群データを二つの画面で見て、把握することは人間に
はできないため)。例えば、画像や点群データであれば、キャリブレーションデータを持ち、取得することができる仕
組みなどで実現することが考えられる。

8.用語とUI
• 業界内や提供ベンダーで統
一されていること

現在の遠隔監視のシステムは操作UI(ユーザーインターフェース)や用語が統一されていないため、遠隔支援においても
一定の範囲で統一されるようにガイドがあると望ましい。

規格・法令 9.法令への対応
• 法令への対応要件が明確で
あること

・現状の遠隔監視システムは、法令上の対応要件を満たしているのかどうかがわからない。そのため、今後、遠隔支援
(助言)やデータ連携基盤への対応についても、対応要件が表形式で提供されるなど、ユーザーからわかりやすい表記
を実施することが望ましい。



33

5.2. 事業者へのヒアリング

5. 自動運転バス移動サービスの要求仕様

● データ要件定義書およびシステムアーキテクチャ設計書の内容を直感的に理解いただくため、1対
N型運用向けのモックを作成し、事業者へヒアリングを実施し、フィードバックを受けました。

● ヒアリングの対象は7組織（内訳は右の通り）としました。
● 得られた示唆は本書含む各種ドキュメントへ反映しました。

遠隔監視・
システム開発

バス運行
管理社

車両OEM

3組織 3組織 1組織

1 一目で理解できる情報が必須 2

43

5

7 / 7 5 / 7

4 / 75 / 7

6 / 7

車両状態・診断情報の充実

優先順位付け・トリアージが必要 複数台運行はM対Nも想定

標準化は「画面設計の固定」ではなく「前提の共通化」

● 全組織が、遠隔支援・1対N監視の成立条件として、「何が起きているかを一目で理
解できる情報提示」が必要であると指摘した。具体的には、車両状態、異常内容、

周辺リスク、推奨対応などを統合表示することが重要である。

● 5組織が、車両ステータス、故障情報、エラー内容、運行状態などの不足を主要課題
として指摘した。単に映像を増やすだけでは、非専門家である遠隔オペレーターが

判断できる粒度に至らないことが示された。

● 5組織が、対応が必要な車両、確認すべきカメラ、注目すべき対象を絞り込む仕組み
が必要であると指摘した。

● 3組織は、先読み情報について、「情報を増やすこと」ではなく、「対応すべき事象
だけを抽出して提示すること」を前提に設計すべきであると指摘した。

● 4組織が、バックアップ要員や主担当切替を含むM対N型運用の必要性に言及した。1
対Nの規模感は一律ではなく、成熟段階では1人あたり10台規模を目標とする意見が
ある一方、初期段階や交通密度の低い地域では1対2程度が現実的であるとの意見も
あった。想定されるNの大きさは、事業者ごとに応じて変動することが示唆された。

● 6組織が、何らかの共通化の必要性を肯定した。
● ただし、その内容は、一律の画面レイアウトを固定することではなく、データ形式、通知の意味、状態表現、相互接続、他システム連携の前提を揃えた上で、

運用現場に応じたカスタマイズ余地を残すべきものであった。



自動運転バス移動サービスの
フィージビリティスタディ

06
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6.1 運行モデルの高度化サイクル

● 理論（机上）と現実（実証）のギャップを定量化し、モデルにフィードバックすることで、現場に即した高精度な運行の実現を目指します。

● 本書では、実証・実装に向けて、まず机上検討を行うことで仮説を設定します。

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

アップデート

机上検討

実証検証

フィールドテスト、データの収集パラメータ調整、ロジックの再定式化

制約条件の定義、KPIの設定、仮説設定
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6.2 システム導入効果の机上検討

● ここで、自動運転バス10台での運行を想定し、データ連携基盤の導入による効果を試算結果を示します。As-Isでは、常時監視や駆け付け対応が
必要となるため、多くの運行要員を必要とします。これに対し、To-Beでは、遠隔支援による駆け付け頻度の低減や、データ連携基盤を活用した
イベント駆動型監視への移行により、1対N型の遠隔監視が可能になることを想定しています。その結果、一人あたりの生産性向上により、導入
効果として年間数千万円規模の人件費削減効果（6.2.7で示す試算では、駆け付け確率が半減した場合において遠隔監視者が▲8人、現場措置業
務実施者が▲2人）が期待されます。今後は、実証を通じて試算の妥当性を確認していく必要があります。

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

遠隔監視＋遠隔支援＋データ連携基盤遠隔監視

As-Is To-Be

人員配置

導入効果

遠隔監視者

自動運転
バス

遠隔監視

現場措置業
務実施者

駆け付け

10台

10人

人件費削減効果
現場措置業務実施者
の一人当たり人件費

現場措置業務実施者
の人数の差分

遠隔監視者の
一人当たり人件費

遠隔監視者の
人数の差分= ＋× ×

4人

遠隔監視＋遠隔支援

駆け付け頻度低減

10台

2人

2人

１：１監視、常時監視から

１：N監視・常時監視不要へ

MRM時駆け付け必須から

遠隔支援により駆け付け半減

リスク情報
通知

データ連携基盤

システム導入による変化の仮説

▲8人

▲2人

As-IsとTo-Be
の差分



6.2 システム導入効果の机上検討 6.2.1 変数とパラメータの定義

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● 以降では、試算の方法を説明します。本検討は、先行地域である日立を想定し検討を進めています。しかし、全国の自動運転移動サービスの

走行環境、導入地域、事業環境は多様であり、本検討で得られる効果もそれに応じて変化します。そこで、本検討の効果を試算できるよう、

効果の定式化を提示します。

● 「遠隔監視＋遠隔支援＋データ連携基盤」の導入により、特定自動運行主任者（以下、主任者）と現場措置業務実施者（以下、従事者）の稼

働実態がどのように変化するかを数式化し、応答時間（サービスレベル）と人件費（コスト）のバランスを最適化するための人員配置モデル

を構築します。

● 変数とパラメータの定義：定式化に際し、以下の変数を定義します。

分類 変数 単位 概要

決定変数
Mro 人 特定自動運行主任者（遠隔監視者）の配置人数

Mwkr 人 現場措置業務実施者の配置人数

システム・

環境パラメータ

N 台 エリア内のバス運行台数

H 時間/日 1日あたりのバスの稼働時間

λ 回/（日・台） バス1台・1日あたりのMRM発生頻度

p - MRM発生時、遠隔支援で解決できず現場への駆け付けが必要になる確率

Tro 時間/回 遠隔監視者の1件あたりの遠隔支援対応時間

Twkr 時間/回 現場措置業務実施者の1件あたりの現場対応時間（駆け付け＋対応＋戻り含む）

コストパラメータ
Cro 万円/年 遠隔監視者1人あたりの年間コスト

Cwkr 万円/年 現場措置業務実施者1人あたりの年間コスト
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6.2 システム導入効果の机上検討 6.2.2 導入効果の定式化

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● 以降では、「遠隔監視＋遠隔支援＋データ連携基盤」の導入により、遠隔監視者および現場措置業務実施者の人数に与える効果を、それぞれ

定式化します。

● ①特定自動運行主任者（遠隔監視）への効果

○ 導入前（常時監視）：常時監視を前提とするため、自動運転バス1台につき1名の監視が必要であり、最低配置人数は以下の通り。

M𝑟𝑜 = 𝑁

○ 導入後（イベント駆動）：常時監視が不要となり、MRM発生時のみ対応（処理量：𝑁 × 𝜆）すればよいため、1人で複数台を担当する

1：N 体制が可能となる。

○ 効果の定式化（稼働率の適正化）：主任者全体の稼働率（𝜌𝑟𝑜）は以下の式で表されます。この稼働率が1（100%）を超えない範囲で

𝑀𝑟𝑜を減らすことが可能になります。

𝜌r𝑜 =
𝑁 ∙ 𝜆 ∙ 𝑡𝑟𝑜
𝑀𝑟𝑜 ⋅ 𝐻

< 1

● ②現場措置業務実施者（現場対応）への効果

○ 導入前：原則すべてのMRMに対して現場急行が必要（𝑝 = 1）。従事者全体の処理すべき総時間は 𝑁 ⋅ 𝜆 ⋅ 𝑡𝑤𝑘𝑟 。

○ 導入後：遠隔支援により現場駆け付け頻度が確率 𝑝に減少するものとする。

○ 効果の定式化（現場稼働時間の節約）：従事者全体の稼働率（𝜌𝑤𝑘𝑟）は以下となり、駆け付け頻度の減少（ 𝑝の低下）が直接的に必要

人数の削減に寄与します。

𝜌𝑤𝑘𝑟 =
𝑁 ∙ 𝜆 ∙ 𝑝 ⋅ 𝑡𝑤𝑘𝑟
𝑀𝑤𝑘𝑟 ⋅ 𝐻

< 1

節約される単位時間あたりの総業務時間は 𝑁 ⋅ 𝜆 ⋅ 1 − 𝑝 ⋅ 𝑡𝑤𝑘𝑟と定式化できます。
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6.2 システム導入効果の机上検討 6.2.3 応答時間とコストのバランス

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● 単に稼働率を満たす（𝜌 < 1）ギリギリまで人数を減らすと、複数台で同時にMRMが発生した際に「待ち時間（応答時間）」が長くなり、サ

ービスレベルが担保できません。そこで、「一定の応答時間内の対応を担保しつつ、総コストを最小化する」制約付き最適化問題として定式

化します。

● 目的関数（コストの最小化）

○ 特定自動運行主任者および現場措置業務実施者の年間総コスト𝑍 は、次式で表される。

Minimize 𝑍 = 𝐶𝑟𝑜 ⋅ 𝑀𝑟𝑜 + 𝐶𝑤𝑘𝑟 ⋅ 𝑀𝑤𝑘𝑟

ここで、稼働率を用いると、必要人数𝑀𝑟𝑜および𝑀𝑤𝑘𝑟は以下の関係にある。

𝑀𝑟𝑜 =
𝑁 ∙ 𝜆 ∙ 𝑡𝑟𝑜
𝜌𝑚𝑜 ⋅ 𝐻

, 𝑀𝑤𝑘𝑟 =
𝑁 ∙ 𝜆 ∙ 𝑝 ⋅ 𝑡𝑤𝑘𝑟

𝜌𝑤𝑘𝑟 ⋅ 𝐻

● 制約条件

○ 待ち時間の制約：実際のバス運行では、MRMは均等な間隔で発生するわけではなく、ランダムに（確率的に）発生します。そのため、

平均的な作業時間がシフトの枠内に収まっていたとしても、「たまたま同じタイミングで複数のバスでMRMが発生した」という場合に

は、対応可能な人員が塞がってしまい、応答遅延が生じます。今回は簡単のために平均的な対応時間𝑡𝑟𝑜、𝑡𝑤𝑘𝑟を採用します。

○ 法規制による制約：

𝑀𝑟𝑜 ≥ 1, 𝑀𝑤𝑘𝑟 ≥ 1 (整数)
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6.2 システム導入効果の机上検討 6.2.4 感度分析の前提

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● この定式化モデルから以下が示唆されます。実証を通じて定量的な検証が期待されます。

○ システム投資の正当化:

■ データ連携基盤の導入によって「常時監視制約（𝑀𝑟𝑜 = 𝑁）」が外れ、変数 𝑝（現場駆け付け確率）が下がることで、目的関数

𝑍は低下することが期待されます。この効果 Δ𝑍 が遠隔支援＋データ連携基盤といったシステムの導入・運用コストを上回れば、

投資は正当化されます。

○ スケールメリットの可視化:

■ バス台数 𝑁が増加した場合、必要な人数 𝑀𝑟𝑜、𝑀𝑤𝑘𝑟 は 𝑁 に比例して増えるわけではなく、より緩やかに増加すると期待されま

す。理想的には主任者：バス：従事者＝１：N：１の体制を実現することで高い生産性が得られますが、その水準に至らない場

合でも、台数の増加に伴い1台あたりの運行コストは逓減します。

○ ボトルネックの特定:

■ 現場駆け付けにかかる時間 𝑡𝑤𝑘𝑟 が長い（エリアが広すぎる等）場合、制約条件を満たすために多大な 𝑀𝑤𝑘𝑟 が必要になります。

この式は「遠隔で解決できる割合（ 1 − 𝑝 ）をいかに高めるか」が、人件費削減の最重要ファクターであることを示しています。

● 「6.2.3 応答時間とコストのバランス」で検討した目的関数 𝑍（主任者と従事者の人件費）と削減額 Δ 𝑍（システム導入によるコスト削減効

果）が、それぞれのシナリオでどのように変化するかを定量的に分析します。まずは評価に使用する定量モデル（前提条件と数式）を定義し、

その後に各シナリオの計算プロセスと結果を示します。

● なお、本分析では各パラメータに数値を設定していますが、実際の値は走行環境・導入地域・事業環境によって異なります。本書を参考に各

自で試算いただくことを想定しています。
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6.2 システム導入効果の机上検討 6.2.5 前提条件の設定

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● 比較を明確にするため、「システム導入前（Before）」と「システム導入後（After）」の2つの状態を定義し、その差分を Δ𝑍 とします。

○ 【固定パラメータの設定】

■ 1シフトの稼働時間 𝐻: 8時間/日・人

■ 人員単価 𝐶: 500万円/年・人（想定年収）

■ 主任者全体の目標稼働率 𝜌𝑟𝑜： 1.0

■ 従事者全体の目標稼働率 𝜌𝑤𝑘𝑟： 1.0

■ システム導入効果 𝑝: 導入前は全件駆け付け（𝑝 = 1.0）、導入後は遠隔支援により減少（𝑝 = 1.0 → 0.7 → 0.5 → 0.0）と仮定。

○ 【必要人数 (𝑀)の算出プロセス】

■ 総作業時間（稼働負荷）を1シフトの稼働時間（8時間）で割り、切り上げた整数（⌈ ⋅ ⌉）を必要人数とします（※最低1名は配置）。

■ 導入前（Before）:

● 主任者: 常時監視が必須のため、最低でもバス台数（𝑁）と同じ人数が必要。 𝑀𝑟𝑜 = max 𝑁,
𝑁⋅𝜆⋅𝑡𝑟𝑜

𝐻⋅1.0

● 従事者: 全件駆け付け（ 𝑝 = 1.0）。 𝑀𝑤𝑘𝑟 = max 1,
𝑁⋅𝜆⋅1.0⋅𝑡𝑤𝑘𝑟

𝐻⋅1.0

■ 導入後（After）:

● 主任者: 常時監視が不要（イベント駆動）になるため、 𝑀𝑟𝑜 = 𝑁 の縛りが消滅します。 𝑀𝑟𝑜 = max 1,
𝑁⋅𝜆⋅𝑡𝑟𝑜

𝐻⋅1.0

● 従事者: 駆け付け確率が減少するとします（𝑝 = 1.0 → 0.7 → 0.5 → 0.0） 𝑀𝑤𝑘𝑟 = max 1,
𝑁⋅𝜆⋅𝑝⋅𝑡𝑤𝑘𝑟

𝐻⋅1.0

○ 【目的関数と削減額】

■ 𝑍 = 𝐶 ×𝑀𝑟𝑜 + 𝐶 ×𝑀𝑤𝑘𝑟 （単位：万円/年）

■ Δ 𝑍 = 𝑍𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 − 𝑍𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟（単位：万円/年）

41



6.2 システム導入効果の机上検討 6.2.6 運行台数の変化の影響分析

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● バスの運行台数を段階的に増やした場合、システム導入によって常時監視不要となった際に1：N体制の恩恵がどのように現れるかを検証します。
○ 運行台数𝑁 の変動（𝑁 = 1 → 3 → 10 → 20）

○ 固定値: 𝜆 = 10回/日、𝑡𝑟𝑜 = 0.083時間（5分）、𝑡𝑤𝑘𝑟 = 0.25時間（15分）、 𝑝 = 0.5

𝑵（台） 導入状態 𝑴𝒓𝒐（人） 𝑴𝒘𝒌𝒓（人） 𝒁（万円） 𝚫𝒁（万円）

𝑁 = 1 Before max 1, 0.10 = 1 max 1, 0.31 = 1 1,000 0

After max 1, 0.10 = 1 max 1, 0.16 = 1 1,000

𝑁 = 3 Before max 3, 0.31 = 3 max 1, 0.94 = 1 2,000 1,000

After max 1, 0.31 = 1 max 1, 0.47 = 1 1,000

𝑁 = 10 Before max 10, 1.04 = 10 max 1, 3.13 = 4 7,000 5,000

After max 1, 1.04 = 2 max 1, 1.56 = 2 2,000

𝑁 = 20 Before max 20, 2.08 = 20 max 1, 6.25 = 7 13,500 10,000

After max 1, 2.08 = 3 max 1, 3.13 = 4 3,500

● 【考察】𝑁 = 1 の段階では、法規制により最低1名配置する必要があるため、システムを入れても人件費は1円も下がりません（Δ 𝑍 = 0）。しかし、現

実にはシステム導入によって生まれた余剰時間は他の作業ができますが、今回は簡単のために考慮していません。𝑁 = 20 の場合には、システム導入に

より主任者を20人から3人へ、従事者を7人から4人へ大幅削減できた場合、年間10,000万円のコスト削減効果を生み出すことが期待されます。
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6.2 システム導入効果の机上検討 6.2.7 駆け付け確率の変化の影響分析

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● 遠隔支援＋データ連携基盤の活用によって、現場駆け付けが必要になる確率が低下していくことに焦点を当てた分析を行います。

○ 従事者: MRM後に駆け付けが必要になる確率の変化 （𝑝 = 1.0 → 0.7 → 0.5 → 0.0）

○ 固定値: 𝑁 = 10台、𝜆 = 10回/日、𝑡𝑟𝑜 = 0.083時間（5分）、𝑡𝑤𝑘𝑟 = 0.25時間（15分）

● 【考察】たとえ遠隔でトラブルを解決できず、結局現場に向かうことになった（p=1.0）としても、データ連携基盤を入れて「1人1台の常時監視（10
人）」を「イベント駆動の監視（2人）」に変えるだけで、年間4,000万円の巨大な削減が期待できます。さらに遠隔支援のユースケースが拡大し、現場
に行かずに解決できる割合が増える（pが下がる）ごとに、現場待機要員（𝑀𝑤𝑘𝑟）を確実に減らすことができます。
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MRM後駆け付けが必要になる確率p

𝒑 導入状態 𝑴𝒓𝒐（人） 𝑴𝒘𝒌𝒓（人） 𝒁（万円） 𝚫𝒁（万円）

1.0 Before max 10, 1.04 = 10 max 1, 3.13 = 4 7,000 4,000

After max 1, 1.14 = 2 max 1, 3.13 = 4 3,000

0.7 Before max 10, 1.04 = 10 max 1, 3.13 = 4 7,000 4,500

After max 1, 1.04 = 2 max 1, 2.19 = 3 2,500

0.5 Before max 10, 1.04 = 10 max 1, 3.13 = 4 7,000 5,000

After max 1, 1.04 = 2 max 1, 1.56 = 2 2,000

0.0 Before max 10, 1.04 = 10 max 1, 3.13 = 4 7,000 5,500

After max 1, 1.14 = 2 max 1, 0.00 = 1 1,500
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6.3 MRM回避の高度化に向けた施策

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

● 「6.2. システム導入効果の机上検討」では、導入効果の試算結果を示しました。この人員配置の実現には、自動運転バスが立ち往生・MRM・MRC
に陥らないことが重要であり、自動運転システム自体の改善が不可欠です。一方で、自動運転システムが成熟するまでの過渡期においては、遠隔支

援や先読み情報を活用などを活用してエッジケースに対応し、可用性の高い自動運転移動サービスの実現を目指します。

● 以下に、遠隔からの介入タイミングごとに整理した改善手段を整理を示します。ここでいう改善手段とは、立ち往生の未然防止、MRMの回避、お
よびMRCからの復帰を実現するための手段を指します。

自動運転バス

MRMトリガー

自動走行中の
遠隔支援

立ち往生状態に
おける遠隔支援

MRC状態からの
運転再開

自動走行 立ち往生状態 MRM MRC 自動走行

例：障害物

MRMトリガー
の解消

運行中の状態

遠隔監視者

シナリオ① シナリオ② シナリオ③

シナリオ 介入タイミング 立ち往生およびMRM回避・MRC復帰の手段

自動走行中
自動運転システムのアップデート、先読み情報（路上駐車・工事）の拡張、

遠隔支援のユースケース拡張（事前のレーンチェンジ）

立ち往生状態 先読み情報（路上駐車・工事）の拡張、遠隔支援のユースケース拡張（事前の車線変更）

MRC状態 遠隔から運転再開可否を判断し、自動運転の再開

シナリオ①

シナリオ②

シナリオ③
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遠隔監視装置自動運行装置
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遠隔監視
（遠隔支援）

要件
安全性の
確認

道路運送車両の
保安基準

走行環境条件
付与

道路運送車両法上位法規

国土交通省
物流・自動車局

所管省庁
国土交通省
地方運輸局

所管省庁

※型式指定なし

要件
安全性の
確認

道路交通法
施行規則

特定自動運行の
許可

道路交通法上位法規

警察庁
交通局

所管省庁
都道府県
公安委員会

所管省庁

※道路運送車両法の保安基
準の規定に適合しない場合
は道路使用許可が必要

7.1 既存の法規

● 本事業で検討している先読み情報を活用した遠隔支援を日本国内で実装するには関連法規に則っているかの確認が必要となります。

● 日本国内では、レベル4自動運転サービスの社会実装を進める中で、遠隔からの人間の関与（遠隔監視・遠隔支援） をどの範囲まで法的に許

容できるかが重要な論点となっています。現時点では、遠隔支援については規定が存在せず、後述する警察庁の検討結果を確認する必要があ

ります。

7. 特定自動運行に関係する法規制論点の整理



7.2 遠隔支援に関する国内制度検討の動向

● 本書で用いる遠隔支援は、AVSCやISO 7856などの国際的な整理に基づ
く技術的な概念であり、遠隔から情報提供や判断支援を行うものです。

これに対し、警察庁が検討する遠隔助言（仮称）とは、「人間が特定自

動運行用自動車に何らかの情報又は助言を提供するが、あくまでも自動

運行装置による判断が行われるための提供にとどまるもの」を指してい

ます。遠隔支援と遠隔助言（仮称）は機能面で重なる部分が大きいこと

から、本検討では国際的な技術概念である遠隔支援を、国内制度上の遠

隔助言（仮称）に対応する概念として解しています。

● 現時点では、制度上の詳細な位置付けや運用条件については、警察庁に

おける検討によって具体化されるものと考えています。そのため本書に

おいても現段階で制度解釈を示すのではなく、今後公表されるガイドラ

インや制度整理の内容を踏まえながら、遠隔支援を活用した運行モデル

への反映を検討します。

47

7. 特定自動運行に関係する法規制論点の整理

出所：警察庁：「自動運転の拡大に向けた調査検討委員会」（2025年10月1日）より

● 本書では、既存の国際規格やガイドラインに基づき、遠隔支援（Remote Assistance）およびデータ連携基盤の活用を検討しています。
● 一方、日本国内では、2025年度に警察庁を中心して、無人移動サービス車両に対する遠隔助言（仮称）について、道路交通法の観点から制度面
の整理が進められています。警察庁の検討では、自動運転車が公道上でスタックした場合に、遠隔からの支援を含めた事業者の対応方法を整

理・検討し、その結果を踏まえてガイドライン等を公表する方針が示されています。

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/council/r7_1_03_shiryo1.pdf
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8.1 まとめ

8. まとめ

● 本検討では、遠隔監視・遠隔支援・データ連携基盤を組み合わせることで、運行全体の生産性向上を目指しています。

○ 第一に、遠隔支援を活用することで、立ち往生やMRM発生時における現場措置業務実施者の駆け付け頻度を低減し、現地対応に係る人件費
の削減が期待されます。

○ 第二に、データ連携基盤から提供される先読み情報を活用することで、障害物や路上リスクへの事前対応が可能となり、MRM回避によるサ
ービス継続性の向上が期待されます。

○ 第三に、ルート上のリスク情報やイベント駆動型の運用を通じて、遠隔監視者は必要なタイミングで複数車両へ効率的に対応できるようにな

り、1対N型の遠隔監視による生産性向上が期待されます。
● さらに、本書で整理した内容をもとに標準化の取り組みが進むと、自動運転移動サービスの導入を検討している関係者が共通の前提で連携しやすく

なります。これにより、地域や事業者ごとに個別設計を繰り返すことなく、1対N型の遠隔監視・遠隔支援・データ連携基盤を導入しやすい環境が
整い、コストメリットのある自動運転バスサービスの社会実装が期待されます。

遠隔監視
＋遠隔支援

＋データ連携基盤

効果 イベント駆動型による1：N監視

現場措置業務実施者の人件費減 自動運転バスのサービス向上 遠隔監視者の生産性向上

遠隔監視・遠隔支援により現地対応減 先読み情報活用でMRM回避

1 2 N
…

遠隔監視者

自動運転
バス

…

遠隔支援 遠隔支援 遠隔支援

障害物
遠隔監視者

プローブ

予防措置

データ連携基盤

1 2 N
…

リスク情報通知

データ連携基盤

遠隔監視者

対応の事前準備可能

実装に向けた今後の課題
判断基準の明確化、

対応要請通知の精度向上
遠隔からのMRM回避の高度化、
人員の役割分担明確化、法整備

データ連携基盤の実装

1

1

2

3

2 3
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